
社会
労働災害発⽣状況

対象範囲 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 ☑ 2021年度

単体
（社員）

件 1 1 0 3 0

単体
（派遣社員）※2 件 - - 1 0 0

単体
（社員）

- 0.16 0.15 0 0.47 0

単体
（派遣社員）※2 - - - 2.09 0 0

単体
（社員）

⼈ 0 0 0 0 0

単体
（派遣社員）※2 ⼈ 0 0 0 0 0

※1 休業災害度数率＝（休業災害発⽣件数／延実労働時間数）×1,000,000
※2 休業災害発⽣件数・休業災害度数率の派遣社員のデータは2019年度より開⽰対象

休業災害発⽣件数および休業災害度数率

集計範囲：単体の社員
休業災害度数率＝（休業災害発⽣件数／延実労働時間数）×1,000,000  

環境
環境データの対象範囲は単体です。

温室効果ガス排出量 四捨五⼊の関係で合計と内訳の計は必ずしも⼀致しません。
対象範囲 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 ☑ 2021年度

⽣産事業所、研
究所

千t-CO2 27.2 26.1 25.2 24.1 21.8

本社およびその
他の国内事業所
（テナント⼊居
含む）

千t-CO2 2.6 2.4 2.1 2.0 1.7

合計 千t-CO2 29.8 28.5 27.3 26.1 23.6

エネルギー起源 8.5 9.0 9.7 10.0 9.8

⾮エネルギー起源
(HFCs、HCFCs)

0.2 0.5 0.4 0.1 0.03

合計 8.7 9.5 10.1 10.1 9.8

全事業所 千t-CO2 21.1 19.1 17.1 15.9 13.7

筑波研究所、城
東製品開発セン
ター

千t-CO2 - - - - 0.6

全事業所 千t-CO2 - - - - 23.0

項⽬
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項⽬

休業災害発⽣件数

休業災害度数率※1

労働災害による死亡者数

温室効果ガス排出量（マーケットベース）

温室効果ガス排出量（マーケッ
トベース）スコープ別内訳

スコープ1
（GHG種類別
内訳）

全事業所 千t-CO2

スコープ2

ボランタリークレジットによるCO2オフセット量
（カーボンニュートラル都市ガス購⼊分）

オフセット後の温室効果ガス排出量

データ集計サイト：フジヤマ⼯場/⼭⼝⼯場(2018年度より追加)/城東製品開発センター/⽔無瀬研究所/福井研究所/筑波研究所/本社/各⽀社・営業所等
温室効果ガス排出量は、下記の計算⽅法を⽤いて算定しています。
温室効果ガス排出量＝購⼊電⼒量×電⼒会社公表の調整後排出係数＋Σ（燃料使⽤量×単位発熱量×炭素排出係数×44/12）＋Σ（フロン類漏洩量×地球温暖化係数）
グリーン電⼒証書のグリーン電⼒相当量、J-クレジット制度の認証再⽣可能エネルギー相当量、及び⾮化⽯証書割当量を控除しています。
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バリューチェーンにおける温室効果ガス排出量（スコープ3）
算定⽅法※3 備考 対象範囲 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 ☑ 2021年度

カテゴリ1
購⼊した製
品・サービス

当社の原料、材料の主要取引先（全
原料、材料の購⼊⾦額の80%以上を
カバー）のCO2排出量（スコープ1・
2）に、取引先の売上⾼に含まれる当
社への売上⾼割合を乗じて計算。そ
の他の調達先の⽐率に関しても、主
要取引先と同様の傾向と仮定し、主
要取引先における取引額に対する
CO2排出量割合を⽤いて算定。

・本カテゴリは、医薬
品、中間製品、研究⽤試
薬の製造に使⽤される医
薬品有効成分を含むた
め、事業活動との関連性
が⾮常に⾼い。
・対象は⽣産事業所およ
び研究所
・2021年度の排出量に
ついては、算定時点で、
当社の主要取引先のデー
タが公表されていないた
め、算定していない。

千t-CO2 8.5 8.1 11.5 12.7 -

カテゴリ2 資本財
固定資産として扱われる資本財（設
備の増強・維持投資）の内、⼟地を
除いた価格に排出係数を乗じて算定

固定資産として扱われる
資本財に基づいて計算。
本計算で使⽤される固定
資産は、事業活動に不可
⽋である

千t-CO2 52.6 60.4 26.9 25.8 26.4

カテゴリ3
Scope1、2に含まれ
ない燃料およびエネ
ルギー関連活動

⾮再エネ由来の購⼊電⼒量に排出係
数を乗じて算定

− 千t-CO2 1.5 1.5 2.8 2.7 2.4

カテゴリ4 輸送、配送（上
流）

当社⾃社⽣産事業所および物流セン
ターから配送先までの輸送データに
排出係数を乗じて算定

− 千t-CO2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

カテゴリ5 事業から出る廃
棄物

排出した廃棄物の種類別の重量値に
排出係数を乗じて算定

− 千t-CO2 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3

カテゴリ6 出張 出張交通費⽀給額に排出係数を乗じ
て算定

対象は、⾶⾏機及び新幹
線の利⽤ 千t-CO2 2.5 2.3 4.0 0.4 0.5

カテゴリ7 雇⽤者の通勤 通勤交通費⽀給額に排出係数を乗じ
て算定※4 − 千t-CO2 0.4 0.4 0.5 0.4 0.7

カテゴリ8
リース資産
（上流）

リース⾞で使⽤した燃料消費量に排
出係数を乗じて算定

− 千t-CO2 3.5 3.3 2.9 2.0 2.1

カテゴリ9
輸送、配送
（下流）

当社の主要医薬品卸のCSRレポート
記載のCO2排出量に、主要医薬品卸
全体の売上⾼に含まれる当社の売上
⾼割合を乗じて算定

・医薬品の流通を管理
し、安定的な供給を確保
するために、輸送・流通
は重要な事業活動であ
る。
・2021年度の排出量に
ついては、算定時点で、
当社の主要医薬品卸の
データが公表されていな
いため、算定していな
い。

千t-CO2 5.3 5.3 4.9 5.0 -

カテゴリ10
販売した製品
の加⼯

―
当社は完成品のみを販売
している

関連して
いない

関連してい
ない

関連してい
ない

関連していな
い

関連していない

カテゴリ11
販売した製品
の使⽤

―
医薬品の特性上、製品使
⽤に基づくエネルギー使
⽤がない

関連して
いない

関連してい
ない

関連してい
ない

関連していな
い

関連していない

カテゴリ12
販売した製品
の廃棄

販売した製品の容器と包装の材料別
重量に、排出係数を乗じて算定

− 千t-CO2 0.1 0.2 0.2 0.2 0.1

カテゴリ13
リース資産
（下流）

賃貸している保有資産（建物）の⽤
途別の建物床⾯積に、排出係数を乗
じて算定

− 千t-CO2 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3

カテゴリ14
フランチャイ
ズ

―
当社はフランチャイズ店
を運営していない 千t-CO2

関連して
いない

関連してい
ない

関連してい
ない

関連していな
い

関連していない

カテゴリ15 投資 ―
多量の温室効果ガス排出
を伴う投資を⾏っていな
い

千t-CO2
関連して
いない

関連してい
ない

関連してい
ない

関連していな
い

関連していない

千t-CO2 75.1 82.2 54.4 49.8 -

カテゴリ

全事業所

千t-CO2

合計

※3  算定⽅法の排出係数は、環境省公表の「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース（2017年度はver.2.4、2018年度はver.2.6、
         2019年度はver.3.0、2020年度はver.3.1、2021年度はver.3.2）」に記載の値
※4  2021年度より、新たに⾞通勤分も含めています。
スコープ3のカテゴリ1と9および合計は、算定時点では当社の主要取引先および医薬品卸の2021年度CSRレポートが公開されていないため2021年度は算定しておりません。
スコープ3のカテゴリ2のみ対象範囲は連結です。
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エネルギー使⽤量
対象範囲 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

⽣産事業所、研
究所

MWh 83,906.2 88,423.4 96,369.2 98,025.2 ☑ 94,433.7

本社およびその
他の国内事業所
（テナント⼊居
含む）

MWh 5,256.9 5,340.4 5,236.4 5,179.1 ☑ 5,004.3

合計 MWh 89,163.1 93,763.8 101,605.6 103,204.3 ☑ 99,438.0

⾃家発電（再⽣可能）
（太陽光発電） MWh 55.3 65.0 63.0 63.3 61.9
購⼊電⼒（再⽣可能）
（⾮化⽯由来） MWh − − 1,278.0 1,954.7 2,040.0

⾃家発電（⾮再⽣可能） MWh 7,927.0 8,856.2 8,185.3 8,566.3 8,283.7

購⼊電⼒（⾮再⽣可能） MWh 41,820.1 43,734.4 46,351.7 45,232.2 42,833.5

合計（全電⼒消費量） MWh 49,802.4 52,655.5 55,878.0 55,816.5 53,219.2

太陽光発電 MWh − − 2,427.0 4,946.6 3,937.9

バイオマス発電 MWh − 2,900.0 2,460.9 386.2 3,000.0

MWh 55.3 2,965.0 6,228.9 7,350.7 ☑ 9,039.9

％ 0.1 5.6 11.1 13.2 ☑ 17.0

施設別取⽔量および排⽔量(単位：千m3）

取⽔量 排⽔量 取⽔量 排⽔量 取⽔量 排⽔量 取⽔量 排⽔量 取⽔量 排⽔量
フジヤマ⼯場 富⼠川 河川 205.6 148.6 240.2 178.4 185.0 145.1 157.8 125.0 138.7 110.2
⼭⼝⼯場 椹野川 河川  -  - 8.2 8.2 18.1 18.1 18.6 17.7 21.6 20.0
城東製品開発センター 淀川 下⽔道 5.5 5.5 6.0 6.0 5.1 5.1 4.6 4.6 3.9 3.9
⽔無瀬研究所 淀川 下⽔道 51.3 51.3 41.2 41.2 39.1 39.1 33.7 33.7 31.5 31.5
福井研究所 九頭⻯川 下⽔道 38.7 5.2 31.3 5.0 27.3 5.7 13.7 2.6 6.6 1.9
筑波研究所 霞ヶ浦 下⽔道 8.1 8.1 6.0 6.0 7.1 7.1 7.2 7.2 7.0 7.0
本社およびその他の国内事業所
（⼀部テナント含む）

主要事業所の
流域河川※6

下⽔道 15.9 15.9 15.1 15.1 15.0 15.0 10.0 10.0 10.0 10.0

325.1 234.6 348.0 259.9 296.7 235.2 245.6 200.8 219.4 184.5
データ集計サイト：フジヤマ⼯場/⼭⼝⼯場（2018年度より追加）/城東製品開発センター/⽔無瀬研究所/福井研究所/筑波研究所/本社/各⽀社・営業所等
※6  主要事業所の流域河川：豊平川、⼤倉川、荒川、酒匂川、⽊曽川、琵琶湖、淀川、太⽥川、吉野川、那珂川

廃棄物管理
対象範囲 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 ☑ 2021年度

⽣産事業所、研
究所等

t 719.1 446.4 430.8 502.7 479.1

⽣産事業所、研
究所等

t 137.0 145.6 161.9 171.2 170.3

⽣産事業所、研
究所等

t 7.4 0.4 0.2 1.1 0.2

⽣産事業所、研
究所等

% 1.0 0.1 0.1 0.2 0.04

データ集計サイト：フジヤマ⼯場/⼭⼝⼯場（2018年度より追加）/城東製品開発センター/⽔無瀬研究所/福井研究所/筑波研究所/物流センター（2021年度より追加）
2017年度の産業廃棄物最終埋⽴処分量は、城東製品開発センターの改修⼯事に伴う排出量（5.8t）を含めて算出。

項⽬

エネルギー使⽤量

全電⼒消費量に占める
再⽣可能エネルギー利⽤率

電⼒消費量

全事業所
クレジット
購⼊量

再⽣可能エネルギー利⽤量※5

再⽣可能エネルギー利⽤率
（再⽣可能エネルギー利⽤量／全電⼒消費量）

データ集計サイト：フジヤマ⼯場/⼭⼝⼯場（2018年度より追加）/城東製品開発センター/⽔無瀬研究所/福井研究所/筑波研究所/本社/各⽀社・営業所等
※5  再⽣可能エネルギー利⽤量=⾃家発電（再⽣可能）+購⼊電⼒（再⽣可能）+クレジット購⼊量

施設名 流域河川 排⽔先
2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

※7  特別管理産業廃棄物（有害廃棄物排出）：廃棄物処理法で「爆発性、毒性、感染性その他の⼈の健康⼜は⽣活環境に係る被害を⽣ずるおそれがある性状を
       有する廃棄物」として規定されており、適切な管理に努めています。

☑ 2021年度

total

項⽬

産業廃棄物

排出量

特別管理産業廃棄物排出量
（有害廃棄物排出量）※7

最終埋⽴処分量

最終埋⽴処分率
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